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  * 名古屋市立大学大学院経済学研究科博士後期課程．本稿は指導教員・森徹教授の指導と助言の下に執筆
されたものである．記して森教授に感謝の意を表したい．なお，本稿中にありうる誤謬については言う
までもなく筆者の責に帰すべきものである． 














   
























































  2 一般財源；市税，地方譲与税，県税交付金，地方特例交付金等，地方交付税の合計額．一般財源の割合
が大きいほど自主的な財政運営ができる．（出所）総務省『地方財政白書』各年度版，名古屋市「名古
屋市の財政」各年度版． 
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  3 依存財源；国庫支出金，地方債，地方譲与税，県税交付金，地方特例交付金，地方交付税，交通安全対
策特別交付金，国有提供施設等所在市町村助成交付金，県支出金．地方公共団体が他に依存して収入す
る財源．（出所）脚注２と同じ． 





























  4 諏訪（2009）「公的資金と交付税措置による地方債利子負担の軽減効果」『生活経済学研究』第30巻p17 




























      D/ T  ＝ 125.2348－19.6568 ln N＋0.7838(ln N)2   R2 ＝ 0.318406   (2) 
              (14.1332)       (-12.9591)       (12.1201)  
 
 ただし，定数項・係数推定値の下の括弧内の数値はｔ値を表し， R2 は自由度修正済み決定係
数を示している7． 
 推計式の説明力は十分高いとは言い難いが，定係数の推定値は，いずれも有意水準１％で有意
であり，(2)式の推計結果は，視覚的に判断される D/ Tと人口対数（ln N）とのＵ字形の関係を
確認する結果となっていると言えよう．なお，図２に実線で記入された近似曲線は，(2)式を図
────────────
  6 諏訪（2009）は，脚注４のとおりで地方財政の規律を阻害する全国一律でない国の暗黙の信用保証の実
情（「公的資金と交付税措置による地方債利子負担の軽減効果」にみる―名古屋市における軽減効果の
推計）を論じている． 
  7 人口対数で説明する線形式でも推計を行い，推計式 D/T ＝18.518－1.3035 ln N  を得たが，その自由
度修正済み決定係数 R2は0.191079となり，(2)式と比べると低くなったので，この場合(2)式の二次式
による回帰式の方がより妥当であろうと考える． 
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示したものである． 














   
（出所）総務省『市町村決算状況調』平成19年度，より筆者算定作成． 
図２ 地方債残高（現在高)／地方税収」倍率と人口の対数（人口対数) 















0.89で D/ Tの推計値は約２（2.01）倍である．さらに，大都市で人口規模の最も大きい人口100 
─ 26 ─ 
表１ 都市規模別の D/T の推計値 
   












(近似市)(潟上市) (実績値 35.636) (10.48) (実績値 5.13) (実績値 0.35) 











(近似市)(大津市) (実績値 328,173) (12.70) (実績値 2.23) (実績値 0.87) 
(近似市)(川越市) (実績値 330,414) (12.71) (実績値 1.40) (実績値 1.04) 











(近似市)(神戸市) (実績値 1,505,111) (14.22) (実績値 4.60) (実績値 0.69) 
(近似市)(京都市) (実績値 1,387,935) (14.14) (実績値 4.23) (実績値 0.72) 
(近似市)(福岡市) (実績値 1,375,292) (14.13) (実績値 4.87) (実績値 0.83) 
(参考)(大阪市) (実績値 2,516,543) (14.74) (実績値 4.18) (実績値 0.93) 
(参考)(名古屋市) (実績値 2,164,640) (14.58) (実績値 3.35) (実績値 1.02) 










































  8 図２において地方債残高／地方税の倍率がＵ字形の関係を有していることから，Ｕ字形の最低点を積極
的に意味付けるなら，Ｕ字形の最低点の人口規模の都市が，自治体のガバナンスが最も適切に働き，規
律ある財政運営を行っていることを示唆していると解釈できるかも知れない． 

























   
表２ 人口規模別，財政指標および健全化判断基準（平成19年度決算) 
















５万未満 248 35,635 0.49 93.4 19.6 16.4 149.8 
５万以上10万未満 275 69,805 0.71 92.6 16.6 13.3 115.2 
10万以上20万未満 151 139,464 0.84 91.8 16.0 11.4 108.7 
(20万未満)中小都市 計(674) 72,838 0.66 92.7 17.5 14.0 126.9 
20万以上50万未満 83 323,919 0.89 90.8 16.2 10.3 115.0 
50万以上70万未満 9 591,082 0.88 89.7 15.8 9.4 70.3 
(20万以上70万未満)
特例･中核都市 
計 (92) 350,055 0.88 90.7 16.2 10.2 110.3 
70万以上100万未満 6 839,835 0.83 91.7 18.6 11.4 152.6 
100万以上 11 1,737,163 0.87 95.6 20 14.5 204.6 
(70万以上)大都市 計 (17) 1,419,812 0.86 95.4 19.9 13.4 186.2 
















   
（出所）総務省『地方財政白書』平成19年度版，総務省『市町村決算状況調』平成19年度版，より筆者算定
作成． 












  10 実質公債費比率；平成18年度の決算で，１市が26％，１市が24％，１市が23％，２市が21％，２市が
20％，１市が19％を超えていた．（脚注９，10の出所）総務省『地方財政白書』各年度版，名古屋市
「名古屋市の財政」各年度版より引用作成． 
  11 財政力指数；基準財政収入額÷基準財政需要額． 
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